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第四章 低炭素建築物の普及の促進のための措置 

 

 （低炭素建築物新築等計画の認定） 
 第五十三条 
   市街化区域等内において、建築物の低炭素化に資する建築物の新築又は建築

物の低炭素化のための建築物の増築、改築、修繕若しくは模様替若しくは建築物へ

の空気調和設備その他の政令で定める建築設備（以下この項において「空気調和設

備等」という。）の設置若しくは建築物に設けた空気調和設備等の改修（以下「低炭

素化のための建築物の新築等」という。）をしようとする者は、国土交通省令で定める

ところにより、低炭素化のための建築物の新築等に関する計画（以下「低炭素建築物

新築等計画」という。）を作成し、所管行政庁（建築主事を置く市町村の区域につい

ては市町村長をいい、その他の市町村の区域については都道府県知事をいう。ただ

し、建築基準法第九十七条の二第一項又は第九十七条の三第一項の規定により建

築主事を置く市町村の区域内の政令で定める建築物については、都道府県知事と

する。以下同じ。）の認定を申請することができる。 
  ２ 低炭素建築物新築等計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
  一 建築物の位置 
  二 建築物の延べ面積、構造、設備及び用途並びに敷地面積 
  三 低炭素化のための建築物の新築等に係る資金計画 
  四 その他国土交通省令で定める事項 
 （低炭素建築物新築等計画の認定基準等） 
 第五十四条 
   所管行政庁は、前条第一項の規定による認定の申請があった場合において、当該

申請に係る低炭素建築物新築等計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、

その認定をすることができる。 
  一 当該申請に係る建築物のエネルギーの使用の効率性その他の性能が、建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律第二条第一項第三号に規定する建築物エ

ネルギー消費性能基準を超え、かつ、建築物のエネルギー消費性能の向上の一層

の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき経済産業大臣、国土

交通大臣及び環境大臣が定める基準に適合するものであること。 
  二 低炭素建築物新築等計画に記載された事項が基本方針に照らして適切なもので

あること。 
  三 前条第二項第三号の資金計画が低炭素化のための建築物の新築等を確実に遂

行するため適切なものであること。 
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 （低炭素建築物新築等計画の変更） 

 第五十五条 
   前条第一項の認定を受けた者（以下「認定建築主」という。）は、当該認定を受けた

低炭素建築物新築等計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしよ

うとするときは、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁の認定を受けなけれ

ばならない。 

  ２ 前条の規定は、前項の認定について準用する。 
 

 （報告の徴収） 

 第五十六条 

   所管行政庁は、認定建築主に対し、第五十四条第一項の認定を受けた低炭素建

築物新築等計画（変更があったときは、その変更後のもの。次条において「認定低炭

素建築物新築等計画」という。）に基づく低炭素化のための建築物の新築等（次条及

び第五十九条において「低炭素建築物の新築等」という。）の状況について報告を求

めることができる。 
 

 （改善命令） 
 第五十七条 

   所管行政庁は、認定建築主が認定低炭素建築物新築等計画に従って低炭素建築

物の新築等を行っていないと認めるときは、当該認定建築主に対し、相当の期限を定

めて、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 
 

 （低炭素建築物新築等計画の認定の取消し） 

 第五十八条 

   所管行政庁は、認定建築主が前条の規定による命令に違反したときは、第五十四

条第一項の認定を取り消すことができる。 
 

 （助言及び指導） 

 第五十九条 

   所管行政庁は、認定建築主に対し、低炭素建築物の新築等に関し必要な助言及

び指導を行うよう努めるものとする。 
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建築都市局 建築審査課   

 

低炭素建築物認定制度について 

 

制度の概要 
「都市の低炭素化の促進に関する法律（通称：エコまち法）」が平成 24 年 12 月 4 日に執行 

され、「低炭素建築物」を認定する制度が創設された。 
エコまち法で定める低炭素建築物とは、建築物における生活や活動に伴って発生する二酸化 

炭素を抑制するための低炭素化に資する措置が講じられている市街化区域に建設される建築物 
で、新築、増築、修繕などが対象となる。  
認定を受けた建築物は、所得税等の税制優遇や容積率緩和措置の対象となる。 

 

低炭素建築物(住宅)のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

優遇措置 
認定を受けた建築物は、通常の建築物の床面積を超えることとなる一定の床面積について、 

容積率算定の基礎となる床面積算定の対象外となる（容積率の緩和）。 
また、認定を受けた新築住宅については、税制・融資の優遇措置の対象となる。 

                                 （平成２８年度当時の優遇措置） 
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認定基準 
能①外皮性能（外皮平均熱貫流率と冷房期の平均日射熱取得量率） 及び ②一次エネルギー 

消費性能を認定基準に適合させる必要がある。さらに、③その他講ずべき措置（省エネ機器等） 

を２項目以上設置する必要がある。 

 

① 外皮性能 

 ● 外皮平均熱貫流率（ＵＡ値）       ● 冷房期の平均日射熱取得率（ηＡＣ値） 

    0.87 以下 (単位：W/m2・K)            2.8 以下 (単位：なし) 

 

 

 

 

 

 

 

② 一次エネルギー消費性能 

 ● 設計一次エネルギー消費量 が 基準一次エネルギー消費量 以下 であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ その他講ずべき措置（２項目以上） 

  例：太陽光発電設備、雨水・井戸水の利用、木造住宅 など 

 

認定手続きのフロー 
③ 
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